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国保年金課 
2211‐2952

4月 
から 

保険料の構成区分と 
限度額が変わります 

4月から、同一世帯において、1
年間の国保と介護保険による
自己負担額の合計が限度額
を超える場合、申請により超
えた額が払い戻されます。 

医療と介護の自己負担額が 
合算できるようになります 

注1：課税所得が145万円以上 
注2：各加入者の所得から33万円を引いた合計額が600万円を超える 
注3：世帯員全員が市民税非課税　注4：注3に加え、所得が一定基準以下 

■1年間の自己負担限度額（予定） 

70歳未満の 
方がいる世帯 

（国保＋介護） 

126（168）万円 

67（89）万円 

34（45）万円 

67（89）万円 

56（75）万円 

31（41）万円 

19（25）万円 

67（89）万円 

56（75）万円 

31（41）万円 

19（25）万円 

70歳～74歳の 
方がいる世帯 

（国保＋介護） 

［参考］ 
75歳以上の方 
（後期高齢者 
医療制度＋介護） 

現役並み所得者（注1）、 
上位所得者（注2） 

一般 

低所得者 
区分　（注3） 

区分　（注4） 

※40歳～64歳の方のみ 

■保険料の構成区分 ★は予定の金額です 
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※40歳～64歳の方のみ 

介護分保険料 
介護費用に充てる分 
（限度額9万円） 

介護分保険料 
介護費用に充てる分 
（限度額9万円） 

＋ 

医療分保険料 
74歳以下の方の医療費に 
充てる分（限度額44万円★） 

支援金分保険料 
後期高齢者医療制度の 
加入者の医療費に充てる分
（限度額12万円★） 

＋ 

※限度額は毎年8/1～翌年7/31までの12カ月で計算。申請は来年8
月から受け付けする予定です。平成20年度に限り、20年4/1～21年
7/31の16カ月で計算することもでき、その限度額は（　）内の額です。 

後期高齢者医療制度の開始に
伴い、国保保険料が、これまで
の「医療分保険料」「介護分保
険料」に、「支援金分保険料」を加えた3区分
に変わります。通知書などに記載される区分と
金額が変わりますのでご注意ください。また、保険料の
限度額はそれぞれの区分ごとに設けられます。 

【平等割額】 【均等割額】 【所得割額】 【所得割額】 

×13.37％ 

4月から、病院の窓口で支
払う自己負担の割合が1
割から2割に引き上げられ
る予定でしたが、来年3月
まで1割に据え置かれるこ
とになりました。新しい高
齢受給者証は、3月末まで
にお送りします。 

自己負担割合の 
引き上げを 
据え置きます 

国保の加入者が世帯に
1人になった場合は、5
年間、医療分・支援金分
保険料の平等割額を半
額とします。 
また、前年の所得が一
定基準以下の世帯は、
平等割額と均等割額が
減額されますが、5年間、
後期高齢者医療制度に
移行した方の所得と人
数を含めて減額判定を
行います。 
いずれも申請の必要は
ありません。 

申請により2年間、保険
料の所得割額がかからず、
均等割額が5割減額さ
れます。 
さらに、社会保険や共済
組合の扶養に入ってい
た方だけの世帯は、平等
割額も5割減額されます。 

（所得に応じてかかる額） 

各加入者の前年の所得か
ら33万円を引いた合計額 
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今まで 

74歳以下の方の医療費に
充てる分 

＋ 
老人保健法の該当者 
（75歳以上および一定の
障がいのある65歳以上の 
方）の医療費に充てる分 

（限度額53万円） 

医療分保険料 

4月 
から 

＋ 
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